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千歳市景気動向調査結果 

調査期間：２０２５年１０～１２月の実績と２０２６年１～３月の見通しについて調査 

調査方法：調査票を送付し、ＦＡＸまたはＷＥＢにて回収 

調査対象：千歳商工会議所会員及び特定商工業者 

回収状況：130 社 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景気が「良い」の中には、「良いけど悪くなりつつある」などの考えも含まれるため、

業況判断ＤＩは、景気の方向性を表すものです。 

 数値が上昇していれば、良い景況感（景気が良いと感じる企業の割合が増えたこと）を

意味します。 

 

 本調査では前期（２０２５年７～９月）と比較した今期（２０２５年１０～１２月）の

実績及び、今期（２０２５年１０～１２月）と比較した来期（２０２６年１～３月）の予

測、今期（２０２５年１０～１２月）と前年同期の比較を掲載しています。  
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ＤＩ（景気動向指数：ディフュージョン・インデックス）とは 

 増加・上昇・好転の企業割合から減少・降下・悪化の企業割合を差し引いた値のこと

です。 

この数字がプラスかマイナスか、また、その大きさにより景気の動きを時期的な推移

の中で把握します。 
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《 全体の景気動向 》 

【主要 DI調査】 

主要 DI 
前期実績 

（７～９月） 

 今期実績 

（10～12 月）【前年実績】 

 来期予測 

（１～３月） 

業  況  ▲０．７ → ▲５．４ 【  2.8】 ↓ ▲１６．９ 

売  上   ３．５ → ３．１ 【 15.4】 ↓ ▲１２．３ 

採  算  ▲６．９ ↓ ▲１５．４ 【▲ 9.1】 ↓ ▲２５．４ 

原 材 料 ▲６３．９ → ▲６０．８ 【▲71.3】 → ▲５９．２ 

資金繰り  ▲２．８ ↓ ▲８．５ 【▲ 4.2】 ↓ ▲１５．４ 

労働時間   ４．２ ↓ ▲０．８ 【▲ 2.8】 → ▲２．３ 

雇用状況  ２５．０ → ２５．４ 【 28.7】 → ２４．６ 

表中の矢印 ・・・ ５ポイント以上の推移を上下矢印（↑・↓）で表示 

               ５ポイント未満の推移は横ばい矢印（→）で表示  

【設備投資調査】 

前期（７～９月）設備投資をした企業は３８．２％ 

今期（10～12月）設備投資をした企業は３６．２％ 

来期（１～３月）設備投資を計画している企業は３９．２％ 

設備投資をした（する）企業のうち投資内容は以下の通り。 
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《 製造業の景気動向 》 

【主要 DI調査】 

主要 DI 
前期実績 

（７～９月） 

 今期実績 

（10～12 月）【前年実績】 

 来期予測 

（１～３月） 

業  況 ▲１６．０ ↑ ▲５．３ 【 11.8】 →  ▲５．３ 

売  上 ▲１２．０ → ▲１５．８ 【 29.4】 ↑   ０．０ 

採  算 ▲１６．０ ↑ ▲１０．５ 【  17.6】 ↑  ▲５．３ 

原 材 料 ▲６０．０ ↓ ▲７３．７ 【▲70.6】 ↑ ▲５７．９ 

資金繰り  ▲８．０ → ▲１０．５ 【  17.6】 ↑  ▲５．３ 

労働時間   ４．０ ↓ ▲２１．１ 【 23.5】 ↑ ▲１５．８ 

雇用状況  １６．０ ↑  ２１．１ 【 29.4】 →  ２１．１ 

表中の矢印 ・・・ ５ポイント以上の推移を上下矢印（↑・↓）で表示 

               ５ポイント未満の推移は横ばい矢印（→）で表示  

【設備投資調査】 

前期（７～９月）設備投資をした企業は６８．０％  

今期（10～12月）設備投資をした企業は４７．４％ 

来期（10～12 月）設備投資を計画している企業は６８．４％ 

設備投資をした（する）企業のうち投資内容は以下の通り。 
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《 建設業の景気動向 》 

【主要 DI調査】 

主要 DI 
前期実績 

（７～９月） 

 今期実績 

（10～12 月）【前年実績】 

 来期予測 

（１～３月） 

業  況  ▲８．３ ↑   ４．０ 【  2.8】 ↓  ▲１６．０ 

売  上  ▲５．６ ↑  １２．０ 【  16.7】 ↓ ▲２０．０ 

採  算 ▲１９．４ ↑  ▲８．０ 【   0.0】 ↓ ▲２４．０ 

原 材 料 ▲６３．９ → ▲６８．０ 【▲69.4】 → ▲６８．０ 

資金繰り ▲１３．９ ↑  ▲８．０ 【  2.8】 ↓ ▲２０．０ 

労働時間  １１．１ ↓   ４．０ 【▲13.9】 ↓     ▲４．０ 

雇用状況  ３８．９ ↑  ５２．０ 【 41.7】 →    ４８．０ 

表中の矢印 ・・・ ５ポイント以上の推移を上下矢印（↑・↓）で表示 

５ポイント未満の推移は横ばい矢印（→）で表示  

【設備投資調査】 

前期（７～９月）設備投資をした企業は２７．８％ 

今期（10～12月）設備投資をした企業は３６．０％ 

来期（１～３月）設備投資を計画している企業は４０．０％ 

設備投資をした（する）企業のうち投資内容は以下の通り。 
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《 卸・小売業の景気動向 》 

【主要 DI調査】 

主要 DI 
前期実績 

（７～９月） 

 今期実績 

（10～12 月）【前年実績】 

 来期予測 

（１～３月） 

業  況  ▲３．７ ↓  ▲３５．３ 【 28.6】 ↑ ▲１７．６ 

売  上   ０．０ ↓  ▲４１．２ 【  42.9】 ↑ ▲１１．８ 

採  算  ▲１１．１ ↓  ▲４１．２ 【  21.4】 ↑ ▲２３．５ 

原 材 料 ▲７７．８ ↑ ▲７０．６ 【▲64.3】 → ▲７０．６ 

資金繰り  ▲７．４ ↓  ▲３５．３ 【▲ 7.1】 → ▲３５．３ 

労働時間  １４．８ ↓    ５．９ 【 14.3】 ↑  １１．８ 

雇用状況 １８．５ ↓  １１．８ 【 21.4】 ↓   ５．９ 

表中の矢印 ・・・ ５ポイント以上の推移を上下矢印（↑・↓）で表示 

５ポイント未満の推移は横ばい矢印（→）で表示  

【設備投資調査】 

前期（７～９月）設備投資をした企業は２５．９％ 

今期（10～12月）設備投資をした企業は２３．５％ 

来期（１～３月）設備投資を計画している企業は３５．３％ 

設備投資をした（する）企業のうち投資内容は以下の通り。 
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《 飲食・宿泊業の景気動向 》 

【主要 DI調査】 

主要 DI 
前期実績 

（７～９月） 

 今期実績 

（10～12 月）【前年実績】 

 来期予測 

（１～３月） 

業  況   ０．０ →   ０．０ 【▲11.5】 ↓  ▲２３．８ 

売  上  １５．４ ↑  ２３．８ 【  7.7】 ↓    ４．８ 

採  算 ▲７．７ ↓ ▲２３．８ 【▲46.2】 ↓  ▲４２．９ 

原 材 料 ▲８４．６ ↓ ▲１００．０ 【▲96.2】 →  ▲９５．２ 

資金繰り  １５．４ ↓  ▲４．８ 【   0.0】 ↓  ▲２３．８ 

労働時間  ▲１５．４ ↑   ４．８ 【▲ 6.0】 →   ０．０ 

雇用状況  １５．４ ↑  ２３．８ 【 24.0】 ↑  ３３．３ 

表中の矢印 ・・・ ５ポイント以上の推移を上下矢印（↑・↓）で表示 

５ポイント未満の推移は横ばい矢印（→）で表示  

【設備投資調査】 

前期（７～９月）設備投資をした企業は２３．１％ 

今期（10～12月）設備投資をした企業は２８．６％ 

来期（１～３月）設備投資を計画している企業は４２．９％ 

設備投資をした（する）企業のうち投資内容は以下の通り。 
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《 その他サービス業の景気動向 》 

運送・生活関連サービス・観光関連サービス・理美容・不動産・その他が含まれます 

【主要 DI調査】 

主要 DI 
前期実績 

（７～９月） 

 今期実績 

（10～12 月）【前年実績】 

 来期予測 

（１～３月） 

業  況 １６．３ ↓  ▲２．１ 【  0.0】 ↓  ▲１８．８ 

売  上  １８．６ ↓   ０．０ 【  6.0】 ↓  ▲２０．８ 

採  算 １１．６ ↓ ▲８．３ 【▲14.0】 ↓  ▲２７．１ 

原 材 料 ▲５１．２ ↑ ▲３１．３ 【▲62.0】 →  ▲３５．４ 

資金繰り  ７．０ →    ７．０ 【  0.0】 →      ４．７ 

労働時間 ▲２．３ →      ０．０ 【▲ 6.0】 →    ▲２．１ 

雇用状況  ２５．６ ↓  １８．８ 【 24.0】 →   １６．７ 

表中の矢印 ・・・ ５ポイント以上の推移を上下矢印（↑・↓）で表示 

                     ５ポイント未満の推移は横ばい矢印（→）で表示  

【設備投資調査】 

前期（７～９月）設備投資をした企業は４１．９％ 

今期（10～12月）設備投資をした企業は３９．６％ 

来期（１～３月）設備投資を計画している企業は２７．１％ 

設備投資をした（する）企業のうち投資内容は以下の通り。 
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《 全体の経営上の問題点 》 

 今回の調査で、経営上直面している問題点で多かったのは、前回に引き続き『原材料仕入価格

の高騰（４５．４％）』、次に、『経費増加（３５．４％）』『人員・人材確保（３５．４％）』が多い

結果となりました。 

前期と比較すると、『原材料仕入価格の高騰』は１４．３ポイント低下、『経費増加』は０.７ポ

イント低下、『人員・人材確保』は２.１ポイント増加となっています。 

 

 
 

 

《 業種別の経営上の問題点 》 

 製造業 建設業 卸・小売業 飲食・宿泊業 サービス業 

1 位 
 

人員・人材確保 
 

人員・人材確保 原材料仕入価格高騰 原材料仕入価格高騰 人員・人材確保 

2 位 
原材料仕入価格高騰

経費増加 
原材料仕入価格高騰 経費増加 販売価格の値上げ難 経費増加 

3 位 
 

販売価格の値上げ難 
経費増加 

デジタル化の遅れ 

販売価格の値上げ難 

需要停滞、売上減少 
経費増加 原材料仕入価格高騰 
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《 観光関連の景況 》 

観光に直接的に関わる業種及び企業を抜粋し調査しました。 

対象事業者 

市内の宿泊業、市内の観光関連業、市内の運送業、清水町・幸町周辺の飲食業、 

新千歳空港及び周辺の観光関連事業者、支笏湖・モーラップ地区の事業者 

 

景気動向 

主要 DI 
前期実績 

（７～９月） 

 今期実績 

（10～12 月）【前年実績】 

 来期予測 

（１～３月） 

業  況  ２７．３ ↓  １４．３ 【  4.0】 ↓ ▲１４．３ 

売  上  １８．２ ↑  ４２．９ 【 40.0】 ↓  １４．３ 

採  算  ▲２７．３ ↑ ▲１４．３ 【▲ 8.0】 ↓ ▲４２．９ 

原 材 料  ▲６３．６ ↓ ▲１００．０ 【▲96.0】 → ▲１００．０ 

資金繰り  ９．１ ↓   ０．０ 【▲16.0】 ↓ ▲１４．３ 

労働時間  ６３．６ ↓   ０．０ 【 12.0】 ↓ ▲１４．３ 

雇用状況  ２７．３ ↓  ▲２８．６ 【▲36.0】 → ▲２８．６ 

表中の矢印 ・・・ ５ポイント以上の推移を上下矢印（↑・↓）で表示 

５ポイント未満の推移は横ばい矢印（→）で表示  
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《 業務効率化について 》 

業務効率化をしたい業務の有無を問う質問に対し 

「すでに効率化に取り組んでいる」が２４．６%、「効率化したい業務がある」が２３．８％、「特

にない」が５１．５％でした。 

 
 

 

効率化したい業務内容についての調査結果は以下の通りです。 

「経理・人事」、「仕入・在庫・物流・現場」が同率２６．２％と最も多く、 

次に「営業・販売・顧客対応」が２０．６％でした。 
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《 企業の声 》 

 

今回の調査においても、多くの会員事業者から現在の経営状況や課題、並びに商工会議所に期

待する支援について、さまざまな声が寄せられました。 

 

最も多かったのは「人手不足」に関する意見であり、約 4 割の事業者が人員確保を課題として

おり、その影響は依然として大きいものとなっています。若年層の採用難や専門人材の確保の困

難さ、従業員の高齢化による世代交代の遅れなど、深刻な状況が広く共有されました。 

 

経営環境については、最も大きな影響を与えている要因は「原材料・仕入価格の高騰」です。

回答企業の 56.2％が最大の懸念事項として挙げており、これに電気・ガス代等の諸経費の増加

が重なり、経営を圧迫しています。特に、「売上は維持・増加しているものの、コスト増を販売

価格へ十分に転嫁できず、採算が悪化している」いわゆる“増収減益”の状況にある事業者の声が

目立ちました。 

 

また、今回は「業務効率化」についても調査しました。その結果、業務効率化を進めたいと考

えているものの、約 2 割の企業が実際には取り組めていないことが確認されました。 

効率化を図りたい業務としては、「経理・人事」および「仕入・在庫・物流・現場」がいずれも

26.2％と多く、日常的かつ継続的に発生する業務において負担の大きさがうかがえます。これら

の分野は定型業務や手作業が多い傾向にあり、デジタル化や業務プロセスの見直しを進めること

で、負担軽減や生産性向上につながる可能性があります。 

人手不足が深刻化する中においては、業務効率化の推進も重要な対応策の一つであり、課題解

決に向けた有効な手段となることが期待されます。 

 

今後も商工会議所として、これらの課題に対応した支援と情報提供に努めてまいります。最新

の支援情報やセミナーのご案内は、LINE・ホームページ・会報誌を通じて随時発信しておりま

すので、ぜひご活用ください。 

 

本調査にご協力いただきました企業の皆様、ありがとうございました。 

次回調査は令和 8 年４月頃です。引き続きご協力の程よろしくお願いいたします。 

 


